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単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

〇研修や啓発情報の提供。

×

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

19,000.00

中村慎吾

チェック

○講座や講演会ではアンケートを行い、ニーズに応じたテーマ
を設定
し聴講・受講者の拡大をし参加を定着させる。
○しかし今後は、より効率的な啓発方法と業務の効率的な実施
に向けて①人権多文化共生推進室と各人権会館の役割分担（室
は会館の施設管理、会館の調整などの総務系事務を担当し、各
会館では人権啓発事業の企画・立案・実施）の明確化を目指す
必要がある。②啓発事業には単発の大規模イベントだけではな
く、効果的な小規模イベントも検討を行う。③各館での事業内
容について企画段階から調整する必要がある。

○市民・事業所などへ必ず啓発趣旨が届くよう広報活動を工夫
する。
○講座では、要望の高いテーマを可能な限り近隣の実践家関係
機関から講師支援を受け、コスト削減に努める。
○本庁多文化共生推進室と共催で事業を行っている。

○啓発事業の計画において、同和問題をはじめ様々な人権問題
に、正しい認識と理解を深め、自らのこととしてとらまえ人権
意識の向上を促す企画立案を行う。
○生活に密着する多様な人権問題を、マスコミ等が取り上げて
いるタイムリーなテーマを選択して、人権意識の高揚を図る。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
野川　栄治

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.30

2,079

0826
（42）2826

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

吉田人権会館

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

吉田人権会館担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

216

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

○啓発行事の関係機関共催によるコストダウン。啓発物を他館や他
の機関と共有化を進めている。
○管内所在企業・事業所へ、人権啓発講座・行事参加案内や啓発物
の送付をしている。
〇人権大学講座の会場をクリスタルアージョにして、受講者の拡大
を図った。

解決できていない課題

○講演会・研修会・講座などの集約開催。啓発内容と効果を検討し、効
率化を進める。
○人権大学講座を当会館で開催したいが、収容人数は１００名が限度の
ため、クリスタルアージョで実施せざるを得ない。

③

H26

3,827

19,000.00

年度

年度

H26

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

募集定員１００名／４回４００人
（出席延べ人数）

400.00

－

H26 年度－

800.00

109.54%

500.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

７月啓発月間
１２月人権週間

会館講座、研修会参加者数集計
（人権大学５回・町民会議１回）

目標値
（目標年度）

1,000.00

3,381.78

461.00

23年度 24年度

500.00

505.00

1,633,000

1,000.00

3,233.66

900.00

19,000.00

800.00

－

376.00 417.00

400.00 400.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

340,000

390.80290.00

870.00

計画値

コ ス ト

計画値

51.00

合計

人

指　標　名　等

2,018

必要人員

3,756

87.00%

－

35.95

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値
人権講座・研修会参加者数

対　前　年　比

人

人権講演会参加者数
900.00

人権啓発紙配布数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 668,000

18,580.00

一般財源等

290,000

合計

28.00

24年度

16,370.00

668,000

－

900.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

－

113.50% －

40.81

500.00500.00

計画値

－

計画値

実績値

講座ではニーズと時局にあったテーマを選択し、参加を促す。講座概要を要約送付し受講者の
反復学習で効果を高める。啓発浸透拡大に努め、参加は新規受講者を基本に募集。

－

－

400.00

800.00

人

千円

H261,000.00

0.30

単位当たりコスト①

1,559,000

800.00

25年度

人

千円

900.00 共催等の講演会各回の参加集計
・人権フェスタ講演会 ７５０人
・男女共同参画講演会　１２０人

年度

19,000.00

H26

0

実績値

1,314一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

○日常生活の中で、人権は身近なものであることの理解と意識高揚を図り、お互いを認めて誰もが豊かで、暮らしやすい社
会の実現を目指す。

○人権啓発は、基本意識の高揚を呼びかけるものであり、繰り返し必要。断続的に街頭啓発や啓発資料の配付を行う。
○集中啓発として７月の安芸高田市人権啓発強調月間と１２月の人権週間に、参加しやすい啓発行事を実施する。
○地域や職場で、人権意識高揚の役割を担っていただく人材育成のため、人権講座や研修会を実施する。

財源（千円）

直接
事業費 国県補助金等1,319 1,748

23年度 24年度

国県補助金等

人権会館費

人権会館管理運営費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

○吉田人権会館の管轄する吉田町の市民、ならびに企業、事業所、各種団体を対象とする。

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

啓発・広報活動事業（吉田）

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 1,222

人件費 0

活
動
・
結
果
指
標

街頭啓発配布数
単位

単位

枚

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
人権大学講座の出席人数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

―

1,314

戸別配布（館だより・文化祭
等）
回覧配布（週間啓発・人権講座
等）
直接配布（街頭啓発・研修会等）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

○

―

―

○

○

○

×

○

○

○

合計

―

○

○

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

1,314

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

2,534

1,738

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,508

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 人権教育・啓発の推進
3

28 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。 

 

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。 

 

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。 

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ 

ｲﾝﾌﾟｯﾄ 

ｱｳﾄ 

ｶﾑ 

ｲﾝﾌﾟｯﾄ 

216 吉田人権会館（啓発・広報活動事業（吉田））



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

市民の人権意識の醸成は「人　かがやく　あきたかた」を実現
していく上で土台となるものであり、今後も市民のニーズを的
確に把握しながら多様な事業展開を行っていく必要がある。
アンケート調査で要望の高かったテーマで講演を行う。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
道沖義輝

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（52）7500

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

八千代人権福祉センター

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

八千代人権福祉センター担当部課

作成者氏名

217

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

人権会館費

人権会館運営費

対　　　象
（誰のために）

○八千代人権福祉センターが管轄する八千代町の住民、並びに企業，事業所，各種団体に所属する市民を対象とする。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

啓発・広報活動事業（八千代）

3 平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 人権教育・啓発の推進
4

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

×

人権啓発の活動において内容を充実させていく必要がある。
啓発事業の場合、その有効性を客観的な数字をもって把握する
ことは難しいが、事後アンケートの分析によって市民の「手応
え」をつかみ、次回以降の事業実施の参考にしている。

市行政としての指針を打ち出すことで、各団体に対しての公平
性を保つ。
講師選考の際にも、いたづらに著名な方にお願いするのではな
く、講演内容について関係団体も含めて協議吟味して決定する
ようにしている。
参加しやすい日時を選んで実施する。

2,548

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

3,529一般財源等合計 3,1064,087 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

○日常生活の中で，人権は身近なものであることの理解と意識効用を図り、お互いを認め誰もが豊かで，暮らしやすい社会
の実現を目指す。
○誰もが、活動へ参加することへの呼掛け等に応じやすいよう多用な啓発方法を実施する。

○断続的な街頭啓発や啓発資料の配布を随時行なう。
○7月の安芸高田市人権啓発強調月間、12月の人権週間に合わせた参加しやすい啓発イベントを実施する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,044 981

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 1,244

人件費

×

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

―

―

○

○

○

合計

―

×

○

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

2,843

981

2,485

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 町内各種団体の会合等にはこちらから顔を出すようにし、セン
ターが行う事業への参加を呼び掛けるようにしている。

○

え」をつかみ、次回以降の事業実施の参考にしている。

－

0.30

2,5483,529

5.00

1,360.00 人権センターだより発行部数1,200.00

0.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

800,000

5,333.33

150.00

合計

人

指　標　名　等

3,106

必要人員

4,087

119.05%

－
人権講演会参加者数

180.00

生活お役立ちチラシ発行回
数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

0.00

合計

2.00

24年度

0.00

－

180.00

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

#DIV/0! －

計画値

－

人

千円

H26126.00

0.30

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

心耕祭参加者数

年度H26実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

回

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

八千代人権福祉センターから、地
区家庭へ出すチラシの発行回数
平成２３年度もチラシの配布はせ
ず、相談員の訪問、口頭による情
報提供を行った。

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

○

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中村　慎吾

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

人権標語をカレンダーに掲載するなど、人の目につくよう工夫し
た。

解決できていない課題

H26

H26 年度

H26 年度

H26

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

アンケート回収数/参加者数

－

H26 年度－

0.00%

1,360.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

23年度は八千代の丘美術館協力のも
とに作成、関係者にも配布したため
実績値が増えている

人権センターだより発行部数
・心耕祭特集号
24年度は支所の発行する行事カ
レンダー内に人権標語を掲載した

目標値
（目標年度）

32.00

1,380.00

23年度 24年度

1,200.00

0.00

0

44.00

#DIV/0!

－

50.00 60.00

80.00 80.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値
人権啓発紙発行部数

対　前　年　比

部

－

計画値

実績値

90.00

70.00 83.00

80.00

1,560.00

1,400.00

－

－

実績値/計画値

50.00 50.00

指
標

男性料理教室参加者数
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
心耕祭参加率

計画値

実績値
心耕祭アンケート回収率

指　標　名

1,400.00 －
人権カレンダー配布部数

単位 計画値 1,400.00

部 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

H26 年度実績値 70.00 83.00 －％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

217 八千代人権福祉センター（啓発・広報活動事業（八千代））



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

昭和 61

施　 策 人権教育・啓発の推進
5

27 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

×

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

啓発・広報活動事業（高宮）

4 平成

人権会館費

人権会館運営費

対　　　象
（誰のために）

たかみや人権会館の管轄する高宮町の住民、並びに事業所、各種団体を対象とする。

一般会計

218

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

たかみや人権会館担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（57）1330

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

たかみや人権会館

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
八島芳樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

隣保館運営事業に基づいて事業実施。
市民が日常の中で、主体的に人権問題に取り組むことが、出来
る環境づくりを進め、啓発機会や情報提供などの充実に努めて
いる。
市民の要望ほ的確に反映させるためのアンケート等が必要であ
る。また、意見を取り入れることで、参加者の増につながる。
参加し易いように細やかな案内に努めている。しかし、来館者
の高齢化、また固定化により現実は、参加者数の増になってい
ない。

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

×

×

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

2,537

2,348

2,548

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

○

○

合計

×

×

×

―

○

○

×

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 1,848

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

日常生活の中で人権尊重の考えを多くの人が理解し、誰もが安心して暮らせるまちづくりの実現を目指す。

各種人権講演会やパネル展・イベントを開催し、人権意識の高揚を図る。集中啓発を１２月の人権週間に実施。〔各種団体
との連携、人権テント村などを設置や人権文芸賞を開催し、人権意識の高揚を図る。〕

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,715 2,348

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 2,0374,385 一般財源等 4,263

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

1,915

人権啓発事業は、人権意識の高揚を図ることを目的としてい
る。各イベント等で参加者数の増加を図りたい。
市の祭りを利用した啓発を実施し、新たな取り組みが出来た。
しかし今後は、より効率的な啓発方法と業務の効率的な実施に

人権啓発事業は、人権意識の向上を図り。市民１人ひとりの
人権が、真に尊敬される社会の実現を目指して、様々な情報の
提供を行います。そのためには、継続的な啓発が必要。
他の団体との連携することが必要であり、また、本庁を始め他
の会館との連携により講演会等の実施方法を模索する時期にき
ている。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

×

―

0

啓発行事（人権講演会〕を年２回
開催。参加人数

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

300.00 啓発行事（講座・研修会〕を年４
回開催。延べ参加人数

年度

90.00

H26

人

千円

H26219.00

0.30

単位当たりコスト①

175.00% －

6,627.52

500.00

計画値

－

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

1,086,040

合計

68.00

24年度

88.00

497,592

－

300.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 583,222

154.00

人権講座・研修会参加者数
300.00

人権講演会参加者数

－

実績値

計画値

187.21%

－

3,231.12

55.00

合計

人

指　標　名　等

2,037

必要人員

4,385

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

1,091,448

2,662.074,959.09

410.00

90.00

500.00 500.00 町内３ヶ所へテント村を設置する。ま

4,263

90.00

－

0.30

1,915 しかし今後は、より効率的な啓発方法と業務の効率的な実施に
向けて①人権多文化共生推進室と各人権会館の役割分担（室は
会館の施設管理、会館の調整などの総務系事務を担当し、各会
館では人権啓発事業の企画・立案・実施）の明確化を目指す必
要がある。②啓発事業には単発の大規模イベントだけではな
く、効果的な小規模イベントも検討を行う。③各館での事業内
容について企画段階から調整する必要がある。

―

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
街頭啓発人権チラシ配布率

計画値

実績値
人権講座・研修会参加率

指
標

人権文芸賞応募作品部数
単位

単位

400.00

380,998

400.00

－

－

参加人数／計画人数
計画数を設定するものではない。

計画値

実績値 81.60 501.20

－

500.00

数 実績値

単位当たりコスト③

実績値
街頭啓発・啓発誌配布数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

－

73.00 136.00

－

220.00

933.82

408.00

23年度 24年度

500.00

2,506.00

382,171

232.00

152.50

614.22%

500.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

応募目標と応募数

町内３ヶ所へテント村を設置する。ま
た、啓発用グッズを各保育所、小中学
校に配布。４０６人
たかみや大地の祭りに於いて、人権ク
イズコーナー実施し啓発チラシ配布
４００人
人権週間グッズ各戸配布　１７００戸

目標値
（目標年度）

年度

参加人数／計画人数
計画数を設定するものではない。

－

H26 年度－

400.00

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

H26

H26 年度

年度

H26

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

中村慎吾

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果
講演会、研修会を実施したところにより、市民１人ひとりの人権が尊重される社会の実現や人
権について、様々な情報を提供できた。

－実績値 81.60 501.20 H26 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

218 たかみや人権会館（啓発・広報活動事業（高宮））



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

人権問題を自らの課題として捉えるような内容を企画、立案す
る。マスメディアが取り上げているテーマを選択して、関心を
高める。正しい認識と理解を深め人権意識の向上を図るため、
関係機関と統一した事業を検討する。
館を使用するサークル団体、民主団体等へアンケートを行い、
ニーズに応じた講座等を実施する。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
玉本賢壮

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（45）4922

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

甲田人権会館

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

甲田人権会館担当部署

作成者氏名

219

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

人権会館費

人権会館管理運営費

対　　　象
（誰のために）

甲田地域の市民及び企業、事業所、各種団体

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

啓発・広報活動事業（甲田）

7 平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

昭和 58

施　 策 人権教育・啓発の推進
6

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

身近な生活問題等をテーマにした講座等を対象者を絞って継続
して実施する。
館を使用するサークル団体、民主団体等へアンケートを行い、
ニーズに応じた講座等を実施する。チラシ等の作成の研修会に

アンケート調査による要望の高いテーマ、日時、講師の選択に
努める。関係機関との統一した事業（リレー講座等）を実施す
る。（情報の共有化）

2,739

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

4,532一般財源等合計 2,6764,487 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×69一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

2,391

人権課題解決ため、基本的人権の尊重と人権意識の向上を図り、一人ひとりが人権問題に関心を持ち、自らの問題として考
え行動する。もって、差別のない、人・輝く安芸高田市の実現を目指す。

啓発広報紙の全戸配布（会館だより、チラシ）を行う。啓発物の設置及び広報活動・人権パネル展を開催する。
啓発推進月間として、７月人権啓発強調月間講演会、１２月人権週間記念講演会、３月人権のまちづくり講座を開催して集
中啓発を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,466 1,793

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 2,418

人件費

○

2,460

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

―

○

○

―

合計

―

○

―

2,460 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

2,069

1,811

2,066

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 人権団体やＮＰＯ法人、民主団体との連携、企画、執行。
研修や啓発情報の提供、交換。
市民・各種民主団体・事業所等へ人権啓発の情報が届くよう広
報活動を工夫する。通知広報・新聞折込・有線放送等で情報提
供している。

×

ニーズに応じた講座等を実施する。チラシ等の作成の研修会に
１回参加したが、継続して実務研修をおこなう必要がある。
しかし今後は、より効率的な啓発方法と業務の効率的な実施に
向けて①人権多文化共生推進室と各人権会館の役割分担（室は
会館の施設管理、会館の調整などの総務系事務を担当し、各会
館では人権啓発事業の企画・立案・実施）の明確化を目指す必
要がある。②啓発事業には単発の大規模イベントだけではな
く、効果的な小規模イベントも検討を行う。③各館での事業内
容について企画段階から調整する必要がある。－

0.25

2,7394,532

600.00

400.00 館内展示期間０日400.00

600.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

1,573,950

107.8899.51

14,590.00

22.00

合計

人

指　標　名　等

2,676

必要人員

4,487

97.85%

－

3,527.57

人権啓発紙配布枚数
14,000.00

人権講演会等参加者数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 2,369,429

668.00

1,483,650

合計

37.00

24年度

519.00

2,356,420

－

14,000.00

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

128.71% －

4,565.37

400.00

計画値

－

人

千円

H2614,910.00

0.25

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

14,000.00 全戸配布（１９４０枚）
会館だより２　回／年　3860枚
チラシ５回／年　9700枚　新聞
折込1030枚

年度

600.00

H26実績値

69

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

枚

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

2,460

計画値　甲田町有権者数*15/100
実績値　参加者累計６６８人
７月人権・平和映画上映会２６０
人
１２月人権講演会１６４人　講座
２４４人

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

○

合計

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中村　慎吾

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

市人権フェスティバルで人権フォトコンテストの入賞者パネル展を
出展した。

解決できていない課題

H26 年度

年度

H26

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

館だより、チラシ1戸当たりの配
布回数　７回/年

6.00

－

H26 年度－

108.43%

400.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

館内展示期間０日
館利用者延べ人数人　フォトコン
テスト表彰式　90人　人権フェ
スティバル　600人×30％

目標値
（目標年度）

1,923.69

249.00

23年度 24年度

400.00

270.00

539,525

1,998.24

－

5.00 7.00

6.00 6.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値
人権パネル展参加者数

対　前　年　比

人

－

400.00

計画値

実績値

100.00100.00

64.00 88.00

100.00

－

－

講演内容回答者数　３６４人/ア
ンケート回答者数４１３人

479,000

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

回

単位

％
講演会の満足度及び理解度

計画値

実績値

1戸あたり啓発紙等配布回
数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

H26 年度実績値 64.00 88.00

事業の資料収集を行い、アンケートによる希望調査のテーマを選択しているが参加者数は、講師の知名度
により変動する。啓発広報物設置活動は、対象者が不特定。人権問題に対する関心が低下傾向にあるの
で、継続した取り組みが必要。

－％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

219 甲田人権会館（啓発・広報活動事業（甲田））



年 月 ～ 年 月

○

○

平成18年4月に制定した安芸高田市人権尊重のまちづくり条例
に基づき人権尊重の社会をめざして推進する事業である。
7月人権尊重推進月間、12月は人権週間を設定し、市全体の啓
発と各
人権会館及び支所において啓発を実施している。
地域の特性に併せて、一体的な啓発を行った。
人権啓発連続講座は、人材育成として事業所や市の各種委員、
各種段
体の役職等を中心に実施している。
・市内の人権啓発団体が開催する啓発事業を後援する。
・講演会・講座の参加者にアンケートを行い、啓発効果や二―
ズを把握している。

○

○

担当部課

作成者氏名
電話

秋重正義
備考欄（留意事項）

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

チェック

○

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

3

国や県と重複のない事務事業である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市民部　人権多文化共生推進室

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

0826
（42）5630

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

1

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

1

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

人権推進事業費

人権推進費

中事業

221

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

人権啓発推進事業

3

対　　　象
（誰のために）

広くすべての市民を対象とする。

○

○

○

×

人権推進費

一般会計28 3 1

1.人権が大切にされる地域社会の創造
目

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり
主な
関連

予算・
事業名

会計名

1

款

平成 16 平成

主要施策

施　 策 人権教育・啓発の推進
大事業

項

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

○

さまざまな年齢層・地域・事業所・団体など幅広く啓発をする
ための
工夫を行っていく。また、パネル展などは他の行事と併せて開
催するなど啓発の相乗効果を高めている。

人権フェスティパルは、実行委員会方式で継続して開催してい
る。本年度は、安芸高田市自殺予防連絡協議会の協賛のもとで
開催した。啓発推進において他の事業部門と連携を図り、より
効率化をを高めることが必要である。

ズを把握している。○

9,075

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

単位あたりコストを削減することはできない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効
率
性

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

9,975合計 11,22611,306 一般財源等 ×

当初予定した実施項目が達成できた

2,824一般財源等

人件費 受益者負担

一般財源等合計

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

日常生活の中で人権尊重の考え方を多くの人が理解し、誰もが豊かで暮らしやすい社会の実現を目指す。

23年度 24年度

国県補助金等国県補助金等

財源（千円） 財源（千円）

25年度

7,116

80

7,113受益者負担

2,904

人件費 受益者負担人件費

直接事業費 4,190

コスト（千円）

人権啓発強調月間である7月に人権講演会・人権標語募集・人権パネル展示・映画上映を内容とした人権フェスティバルを
開催する。
人権意識向上・地域啓発のリーダー養成を目的として、人権啓発連続講座を開催する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

コスト（千円）

802,862 900

×

×

―

直接事業費

○

―

○

合計

―

○

○

○事務事業の効果を適正に把握している

受益者負担を検証している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

コスト

2,904

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

催するなど啓発の相乗効果を高めている。
アンケート結果では、講演会・映画上映など概ね評価が高い。
人権標語も幅広く定着している。
しかし今後は、より効率的な啓発方法と業務の効率的な実施に
向けて①人権多文化共生推進室と各人権会館の役割分担（室は
会館の施設管理、会館の調整などの総務系事務を担当し、各会
館では人権啓発事業の企画・立案・実施）の明確化を目指す必
要がある。②啓発事業には単発の大規模イベントだけではな
く、効果的な小規模イベントも検討を行う。③各館での事業内
容について企画段階から調整する必要がある。

○

○

0.80

9,0759,975

500.00

H23　335人／3回　112人／350.00

合計

人

指　標　名　等

11,226

必要人員

11,306

時間外勤務手当 千円

23年度

208.00

0.80

対　前　年　比

コ ス ト

単位

コ ス ト

2,271.00

450.00

計画値

実績値

単位当たりコスト①

単位当たりコスト②

－

－

500.00

125.00% －

－

2,400.00

24年度

600.00

－

20,000.00

－

500.00

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

－

2,389.00

2,400.00

350.00

計画値

－

350.00

105.20%

年度

今後の計画値
（計画年度）

人権標語応募数

人権フェスティバル参加者
数

人

千円

2,400.00 当該年度の小中学校児童生徒数×
95.4%
H24応募数
小学校　1,394人
中学校　703人
一般　　292人

年度

H28

人

実績値

0.80

2,824

750.00

25年度

合計

410.00

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

○

○

合計

×

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

2,904

7月に実施した人権フェスティバ
ルの参加者数　750人

市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

千円 目標年度に目標を達成できそうである

備 考
（指標の計算方法、算式等）

500.00

H28

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

実行委員会方式で開催しているが、計画段階からの参加に取り
組む。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中村　慎吾

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

・男性参加率、菁壮年層の参加率の向上に向け広報・講座方法の検討
・啓発の地域格差の解消
・講演会開催における効率性の向上
・啓発活動は、継続させ浸透させることが必要である

今年度までに実施した改善内容

H28 年度

年度

H28

100.00

－

－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

－

優先的に継続する

・7月の人権啓発強調月間、12月の人権週間の啓発事業が定着して
いる
・人権啓発連続講座事業も定着しつつある。
・一般からの人権標語の応募が増加した
・講演会・講座のテーマに、身近な課題を取り上げ参加の拡大を
図った。
・他事業部門との連携を図った。

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

H23　335人／3回　112人／
回
H24　350人／3回　117人／
回

目標値
（目標年度）

年度

350.00

H28

100.00 実参加者数／目標人数

23年度 24年度

120.00 150.00

100.00 100.00

25年度

104.48%

－

－

335.00

450.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値
人権啓発連続講座参加者数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値 350.00350.00

年度

350.00

95.0090.00

94.80 81.00

95.00 アンケート回答者中満足度の点数計画値

実績値

95.00

－

－

－

人権フェスティバル参加者
数数目標達成率

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

点

人権フェスティバル講演会
の満足度

計画値

実績値

指　標　名

単位 計画値

実績値

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

H28 年度94.80 81.00実績値 －点

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

221 市民部 人権多文化共生推進室（人権啓発推進事業）



年 月 ～ 年 月 債権回収事務取扱基準及び債権管理条例に基づき、徴収事務を
実施している。

―

○

○

チェック

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

―

―

担当部課

作成者氏名
電話

北森一平

市民のニーズを的確に把握している

備考欄（留意事項）

―

民生費

0826
（42）5630

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

市民部　人権多文化共生推進室

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

人権推進事業費

人権推進費

1

3款

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である妥
当
性

1

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

国や県と重複のない事務事業である

222

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

市民のニーズが適正に反映されている

16 283 一般会計

社会福祉費

目

3

人権推進費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

住宅資金等貸付金債権管理事業

1

中事業

主な
関連

予算・
事業名

会計名

大事業

項

平成

主要施策

施　 策 人権教育・啓発の推進

対　　　象
（誰のために）

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

住宅新築資金等貸付金償還者

○

○

―

平成

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

滞納金額及び件数の減少に向けて、昨年度から実施ている個別
面談に併せて、今年度からは滞納対策整理本部が実施する特別
納付相談にも参加している。また口座による納付も推進してい
る。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である ―

○

×

滞納金額及び件数の減少に向けて債権回収取扱基準に照らし合
わせ、具体的に考え得る対応としては、①個別面談の実施②裁
判所に申立てを行い強制執行③債権放棄　以上３点が挙げられ
る。①については人的コストの増、②については人的コストに

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

人件費

25年度

効
率
性

受益者負担

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

単位あたりコストを削減することはできない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

コスト

合計 2,117 ×

受益者負担

23年度 24年度

2,139一般財源等

人件費 受益者負担

合計6,546

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

納付書の発送･消し込みなど基本業務のほか、滞納者に対する納付相談や文書及び訪問による催告を実施し償還推進を図
る。

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

滞納金の解消を図る

国県補助金等

コスト（千円）

2,319 6633,142

コスト（千円）

国県補助金等

財源（千円） 財源（千円）

 直接事業費

5,259 一般財源等

直接事業費 1,794

人件費

国県補助金等

コスト（千円）

125直接事業費

財源（千円）

一般財源等合計 7,209

3,465 4,890

○

○

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

○

―

○

○

○

○

―

2,264

2,264

受益者負担を検証している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

×

る。①については人的コストの増、②については人的コストに
併せて、裁判費用の増など、減コストを維持しつつ目標を達成
するには課題が多い。しかしながら強制執行の前段として、顧
問弁護士へ債権回収に伴う委託を検討することも選択肢の一つ
として考慮している。費用については債権回収額の１０パーセ
ント程度であるため、催告に応じないなど難しいケースは弁護
士へ委託することで債権回収していきたい。③については債権
管理条例が制定されたことにより、債権の個別状況を調査など
情報収集を行いながら、条例に該当する案件について粛々と事
務を進めていきたい。また①～③を組み合わせ、工夫を凝らし
た複合的な対応を行うことが必要がある。

×

人 0.45

督促（随時）87.0087.00

単位当たりコスト②

19.00

時間外勤務手当 千円

計画値 95.00

人

単位

95.00

0.45

87.00

合計

人

指　標　名　等

2,117

必要人員

125.00

－

85.00

112.63% －

有
効
性

×

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

目標年度に目標を達成できそうである

計画値 17.00

実績値

－

H26

17.00

－

42.11%

単位当たりコスト①

－

21.00

8.00

対　前　年　比

90.00

107.00
滞納者数

17.00

－

－

85.00

23年度

－対　前　年　比

282.00

25年度

千円

24年度

実績値

2,139合計

0.55

6,546

備 考
（指標の計算方法、算式等）

5,259

活
動
・
結
果
指

単位

人

コ ス ト

個別面談

コ ス ト

人

計画値：前年度実績×0.9

年度

85.00

H26

合計 7,209

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

○

―

―

市民への情報提供を行っている

2,264

計画値：前年度実績×0.9

市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

千円

年度

今後の計画値
（計画年度）

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

決算による公表。事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

―

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善項目 改善により予算要求額変更内容

H26

50.00
①

②
過年度分収入済額/調定額
滞納対策整理本部　目標数値

中村　慎吾主務課長氏名
－

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

年度

縮小して継続する

債権管理条例の制定及び個別納付・特別納付相談実施。

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

債権者や保証人の高齢化や経済的不安定により、債権回収が困難な状況
である。引き続き債権者等の調査などを行い、事業縮小に向けた取組を
実施する。

年度 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

H26 優先的に継続する

督促（随時）
催告書（年1回）
計画値：前年度実績×0.9

112.37%

87.0087.00

－

－

109.00

年度

－

－

50.00 現年度分収入済額/調定額
滞納対策整理本部　目標数値

－

25年度
備 考

（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

87.00

実績値
催告書発送件数

対　前　年　比

件

単位 計画値

計画値

計画値

実績値

3.504.50

1.89 1.92

3.503.50

H26－

23年度 24年度

51.27 55.99

70.00 50.00

97.00

コ ス ト

90.00
指
標

単位

実績値

単位当たりコスト③

収納率(現年度)

単位 計画値

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
収納率(過年度)

計画値

実績値

指　標　名

実績値 －

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 1.89 1.92 H26－％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

222 市民部 人権多文化共生推進室（住宅資金等貸付金債権管理事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策
多様な機会を通じた人権教育･啓発の推
進 3

28 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

―

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

地域交流・福祉事業（吉田）

3 平成

人権会館費

人権会館管理運営費

対　　　象
（誰のために）

○自治会や地域振興会の自治組織や、一般文化教養活動団体、諸活動団体。
○各種福祉団体や市民の福祉活動者。行政の福祉関係機関を対象とする。

一般会計

223

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

吉田人権会館担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）2826

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

吉田人権会館

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
野川　栄治

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

○交流施設として、気軽に参加できるよう雰囲気作り。
○福祉団体の利用・事業参加を促進して、交流機会を増やす。
○人権会館の文化祭として定着し、市内福祉団体と市民の交流
の場となっている。
○施設は古いが、館の機能を高め多様な福祉事業が出来るよう
工夫、サービス提供の充実を図る。

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

1,689

1,216

1,672

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

―

1,072

―

合計

―

○

―

―

○

○

―

1,072

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 940

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

○人権会館は、周辺地域と交流を促進し、人権問題を速やかに解決することを目的としており、交流や福祉向上の諸事業の
利用を促進し支援して、お互いの理解を深めるとともに、参加市民に交流促進や人権啓発の推進に活かす。
○地域の身近な交流施設として、施設利用を促進することで、人権擁護の関心を高めてもらう。

○市民交流を目的に、教養文化教室を糸口として開催し、交流の場を増やし輪をひろめる。
○館の教室と文化団体、福祉施設団体、ボランティアなどで文化祭を開催し、参加団体の交流促進や来場者との交流。あわ
せて、人権の意識高揚の呼びかけを行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等976 1,210

0

1,072一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 1,4132,629 一般財源等 2,648

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

1,438

○施設規模に限界はあるが、近隣施設・住民の協力で文化祭を
開催、交流施設としての定着化を図る。
○参加する方、来場者、共に楽しみながら、人権啓発などに参
加してもらえる。

○文化祭の開催は、短時間に多数の来場で、交流・文化教養・
人権啓発など、会館設置目的を広く普及できる。
○市内中央に位置するため、諸団体の研修や会議に利用度が高
い。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

○

○

1,072

習字、民踊、詩吟、カラオケ４教
室の延べ人数（H25習字教室休
止）

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

1,072

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

500.00 開催協力団体の参加者と来場者推
計人数。屋外イベントあり、天候
に左右される。

年度

400.00

H26

人

千円

H26600.00

0.20

単位当たりコスト①

113.42% －

1,917.81

計画値

－

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

669,000

合計

19.00

24年度

365.00

686,000

－

500.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 700,000

414.00

人権文化祭の参加者数
500.00

教養文化教室の参加者数

－

実績値

計画値

100.00%

－

1,657.00

34.00

合計

人

指　標　名　等

1,413

必要人員

2,629

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

702,000

1,170.001,115.00

600.00

500.00

500.00

2,648

500.00

－

0.20

1,438 加してもらえる。
○集会室・和室・調理室があり多機能な使用が可能。

○人権啓発団体や会館利用団体、福祉団体や文化団体と連携
し、文化祭を開催する。
○館だよりなどで、館諸行事、教室参加や施設利用を呼びかけ
ている。
○福祉活動の施設として認識されつつあり、福祉団体の利用が
高まる。

×

400.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

団体

単位

計画値

実績値
人権文化祭参加団体数

指
標

単位

単位

－

－

30.00

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

31.00 31.00

30.00 30.00

－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

福祉、地域、文化、市民団体、各
種委員会、行政など。

30.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

H26

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

○啓発行事スタッフ等に職員が多く関わっているが、業務を参加団
体にも分担。

解決できていない課題

○人権文化祭は長期の準備期間と事務が生じるため、行政誘導の執行体
制になっている。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

中村慎吾

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果
人権文化祭では、来場者が子どもから高齢者と幅広く、日頃、人権意識高揚の呼びかけの声が届きにくい
年齢層に、福祉団体との交流や人権クイズ・寸劇など、楽しみながら意識啓発の効果を上げている。

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

223 吉田人権会館（地域交流・福祉事業（吉田））



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

自発的に活動する団体を、当館の事業として取り込むことでコ
ストを削減し、かつ効率的に事業を推進できると考える。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
道沖義輝

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（52）7500

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

八千代人権福祉センター

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

八千代人権福祉センター担当部課

作成者氏名

224

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

人権会館費

人権会館運営費

対　　　象
（誰のために）

○福祉支援受給者や福祉団体と、一般文化教養活動団体、諸活動団体

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

地域交流･福祉事業（八千代）

3 平成

―

○

○

×

―

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策
多様な機会を通じた人権教育･啓発の推
進 4

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

基本目標である「住民の人権意識の向上」は来館する方々が多
いほど達成しやすくなる。よって各種教室、講習会を誘致する
ことが目標実現への近道であると考える。
しかし今後は、より効率的な啓発方法と業務の効率的な実施に

施設全体の保全状態を高く保つことにより、施設の人気の向上
にも影響すると考える。
来館される方は必ず管内の展示物(人権標語・パネル)を目にさ
れている。

463

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

1,046一般財源等合計 4631,046 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

○人権福祉センターを活用して、社会的弱者といわれる方々の利用と、一般活動の両面での利用促進を目指し、交流や諸行
事を通してお互いの理解を深める。
○地域の身近な交流施設として、施設利用を促進することで、館内の人権啓発諸物品等への関心を高めてもらう。

○一般活動に参加しにくい初心者を対象に、教養文化学習の糸口として開催し、交流の場を増やす。（コーラス・フラダン
ス・リハビリ　体操教室等）
○地域の交流施設として多くの利用を得るよう、福祉団体等の諸会合開催を誘致する。（老人クラブ・民生委員・ヘルスメ
イト等）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等218 583

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 218

人件費

×

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

―

○

○

合計

×

―

×

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

828

583

828

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

しかし今後は、より効率的な啓発方法と業務の効率的な実施に
向けて①人権多文化共生推進室と各人権会館の役割分担（室は
会館の施設管理、会館の調整などの総務系事務を担当し、各会
館では人権啓発事業の企画・立案・実施）の明確化を目指す必
要がある。②啓発事業には単発の大規模イベントだけではな
く、効果的な小規模イベントも検討を行う。③各館での事業内
容について企画段階から調整する必要がある。

－

0.10

4631,046

300.00 300.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

1,000

250.00

4.00

合計

人

指　標　名　等

463

必要人員

1,046

100.00%

－

661.82

健康づくり教室数
4.00

心耕祭　人権標語応募数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

275.00

合計

0.70

24年度

298.00

182,000

－

4.00

有
効
性

○

―

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

92.28% －

計画値

－

人

千円

H264.00

0.10

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

年度H26実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

件

団体

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

人権標語応募数（平成２４年度）
・小学生　152
・中学生　  67
・一　般　  56

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

○

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中村　慎吾

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

人権標語は町内小中学校の協力を得て取り組んでいる。

解決できていない課題

一般の部の応募数を増やす取り組みが必要。

年度

年度

H26

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

健康教室・コーラス・フラダンス
等

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－

15.00

10.00 20.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

団体

単位

計画値

実績値
定期的に利用する団体の数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

224 八千代人権福祉センター（地域交流・福祉事業（八千代））



年 月 ～ 年 月 ×

×

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

隣保館運営事業に基づいて事業実施。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
八島芳樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（57）1330

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

たかみや人権会館

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

たかみや人権会館担当部課

作成者氏名

225

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

人権会館費

人権会館運営費

対　　　象
（誰のために）

高宮地区住民及び教養文化活動団体、諸活動団体。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

地域交流･福祉事業（高宮）

4 平成

○

○

○

○

×

○

×

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

昭和 61

施　 策
多様な機会を通じた人権教育･啓発の推
進 5

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

多くの市民が、気楽に施設を利用できる環境をつくる。
高齢者の利用促進のために利用しやすい環境づくり体制がひつ
ようである。

市民の館利用促進。
コスト面からは、利用者からの費用徴収も将来必要かもしれな
い。
又、財政面からも利用者負担も考える必要あり。

85

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

849一般財源等合計 82846 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

会館の利用促進を図ると共に人格に結びついた知識等の向上を図る。

教室・会館の利用促進。短歌教室・手芸教室・押し花教室・囲碁教室・詩舞教室・パワフル教室・水墨画教室を開催。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等 764

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

人件費

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

○

○

×

○

○

合計

○

○

○

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

846

764

849

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×－

0.10

85849

680.00 680.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

309,226

159.31181.05

1,941.00

18.00

合計

人

指　標　名　等

82

必要人員

846

114.18%

－

1,797.83

館の利用人数
650.00

教育文化教室の参加人数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 230,841

129.00

307,788

合計

23.00

24年度

404.00

231,920

－

2,000.00

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

×

31.93% －

571.39

計画値

－

人

千円

H261,700.00

0.10

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

2,000.00 館利用の延べ人数

年度

680.00

H26実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

教育文化教室の参加延べ人数

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

○

合計

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中村　慎吾

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

H26

H26 年度

年度

H26

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

680.00

－

年度－

1,000.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

体力作り教室の参加人数

目標値
（目標年度）

1,296.00

23年度 24年度

1,812.00

－

404.00 129.00

680.00 680.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値

2,000.00650.00

1,700.00 1,941.00

2,000.00

－

－

60.00 1,000.00

指
標

体力作り教室の参加人数
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

人
館の利用人数

計画値

実績値
教育文化教室の参加人数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

H26 年度実績値 1,700.00 1,941.00 －人

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

225 たかみや人権会館（地域交流・福祉事業（高宮））



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

館の機能を十分に活用した気軽に利用できる雰囲気づくり。
気軽に参加できる実用的なものを取り入れ、サービス提供の充
実とニーズの掘り起こしを行い、継続的な事業実施により市民
交流の定着化を図る。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
玉本賢壮

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（45）4922

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

甲田人権会館

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

甲田人権会館担当部課

作成者氏名

226

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

人権会館費

人権会館管理運営費

対　　　象
（誰のために）

甲田地域住民及び各種団体

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

地域交流･福祉事業（甲田）

7 平成

×

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

昭和 58

施　 策
多様な機会を通じた人権教育･啓発の推
進 6

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

玄関スロープ、EVが設置してあるので、障害者、高齢者の方
が安心して利用できる。
集会室はＢＰＪが設備してあり、映像を利用した研修等に利用
されている。また、カーペットが敷いてあり健康体操、健康フ

人権会館が地域の福祉・教育・文化施設として機能している。
リサイクル手芸教室は、不要な日用品を作品化するので好評を
得ている。
リサイクル手芸教室、子ども習字教室。料理教室の材料代及び
社会見学の参加費は受益者負担とする。
空調機が各室単独でコントロール出来るので電気代の節約に役
立っている。

1,827

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

2,544一般財源等合計 1,8222,546 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×350一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

956

人権会館は、周辺地域との交流を促進し、人権問題を速やかに解決することを目的としており、文化活動や福祉事業への参
加を通して、情報交換や市民交流による相互理解を促進し、自主的な人権文化活動の推進を目指す。また、地域の交流施設
として、より多くの市民の利用を促進するため、貸室を提供し各種団体の活動や教養・文化活動を誘致する。

教養・文化教室（リサイクル手芸教室毎月第4木曜日開催）（子ども習字教室毎週水曜日開催）（親子料理教室1回）（健
康教室1回）（社会体験学習1回）
貸室促進事業（教養文化活動、福祉活動、クラブ活動等）23団体利用

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,305 717

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 1,305

人件費

○

1,306

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

×

○

○

―

合計

―

○

―

1,306 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

1,241

724

1,239

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 市民団体・人権啓発団体・福祉団体・文化団体等に施設の利用
を呼びかけている。
人権啓発活動、福祉活動、文化活動を支援している。福祉団
体・文化団体の利用が高まってきた。

×

されている。また、カーペットが敷いてあり健康体操、健康フ
ラダンス、レクレーション、教養・文化活動等多目的に利用さ
れている。　　　　　施設に防音効果があるので、和太鼓、銭
太鼓、春日社神祇等地域文化の伝承・保存に利用されて活動が
定着してきた。

－

0.15

1,8272,544

270.00

200.00 団体　　４３３回利用　　利用者200.00

270.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

848,090

7,572.234,914.81

112.00

13.00

合計

人

指　標　名　等

1,822

必要人員

2,546

72.73%

－

4,286.15

子ども習字教室参加者
400.00

リサイクル手芸教室参加者

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 778,400

191.00

756,880

合計

22.00

24年度

133.00

818,655

－

400.00

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

143.61% －

5,852.63

200.00

計画値

－

人

千円

H26154.00

0.10

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

400.00 定員10人　４０回=400人
参加者延べ人数１１２　　人

年度

300.00

H26実績値

350

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

1,306

定員30人×9回=270人　参加延
べ人数　１９１人

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

○

合計

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中村　慎吾

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

平成25年度から倖田公民館が廃止になることに伴い、公民館教室と利用
調整の必要がある。

H26

H26 年度

H26 年度

H26

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

参加者数１９１　人/定員２７０
人

100.00

－

H26 年度－

7,000.00

25.00

111.60%

200.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

参加者数　　人/定員25人

定員３５人　　事務事業費
193,063円/参加者数２５人

団体　　４３３回利用　　利用者
数７４７４人

目標値
（目標年度）

36.00

1.00

388.00

23年度 24年度

200.00

433.00

423

―

0.98

－

46.00 70.70

100.00 100.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

％ 実績値

単位当たりコスト③

実績値
館の利用回数

対　前　年　比

回

－

200.00

計画値

実績値

3,000.003,000.00

6,854.00 7,474.00

3,000.00

6,046.00

7,000.00

－

－

利用者数7,474人/年

25.00

388

25.00

指
標

健康教室参加率
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

人
館の利用者数

計画値

実績値
リサイクル手芸教室参加率

指　標　名

7,722.00 －
社会体験学習参加者コスト

単位 計画値 7,000.00

円 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

H26 年度実績値 6,854.00 7,474.00

人権啓発広報物の常設掲示により館利用者の人権問題に対する理解と関心を高めている。公民館活動や
「ふれあいセンター甲田」での福祉保健活動がある中で、特定地域・団体等に呼びかけ事業の継続と目的
達成に努力している。

－人

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

226 甲田人権会館（地域交流・福祉事業（甲田））



年 月 ～ 年 月

○

市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

○

○

○

備考欄（留意事項）

○

○

安芸高田市に在住し、就業している外国人及び日本人市民。

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

担当部課

作成者氏名

市民部　人権多文化共生推進室 0826
（42）5630

民生費

チェック

款

国や県と重複のない事務事業である

だれもが安心して暮らすことができ、ともにまちづくり参画で
きるまちを目指していく。そのためには、今安芸高田市に住ん
でいる外国人市民に対して、さまざまなサービスを提供する仕
組みをつくることが求められている。
また、多文化共生事業のもう一つの側面として、将来高齢化が
進み、労働人口が減少するという、安芸高田市が抱える課題が
あり、これらを解消するためにも、まちづくりや人口政策とし
ての多文化共生も市としては行っていかなければならない。
現在は、市が進める多文化共生であるが、将来的には国際交流
協会やＮＰＯ、ボランティア団体などが関わる多文化共生へと
発展していく必要がある。
市としては、それらの方向性を包括的に示すために「安芸高田

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

―

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

電話
原田和雄

市民のニーズを的確に把握している

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

項

目

1

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

人権推進事業費

対　　　象
（誰のために）

人権推進費

中事業

主な
関連

予算・
事業名

大事業

1

社会福祉費

530

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

多文化共生推進事業

4 平成

主要施策

施　 策
多様な機会を通じた人権教育･啓発の推
進

○

平成 22

人権推進費

一般会計28 3

1
1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

○

○

市が発する行政文書の翻訳や制度説明の通訳などを行ってき
た。そういうった能力を持つスタッフが市役所に勤務すること
は、業者に委託を出すよりもコスト的に安価であると同時に、
サービスを提供するスピードも速いので有効性は高い。

―

○

○

○
日本経済が低成長時代にさしかかり、安芸高田市においても少子高齢化、人口減少の影響を大きく受けることが考えられる。そ
のために外国人市民が安心して暮し、能力を発揮できる環境を作ることによって、優秀な人材の確保や市内の各産業の生産性の
向上及び活性化につながる。また、外国人を地域が受け入れ、日本人と共に「共生」できる地域をつくることは、日本人、外国
人が安心して暮らせる地域となり、外国人の自立、活力ある地域、市内の文化レベルの向上、地域のブランドアップが図れる。

○

―

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

単位あたりコストを削減することはできない

多文化共生を進めるうえで、ターゲットである外国人市民の母
語が話せるスタッフは重要である。そのため市は、多文化共生
推進員や多文化共生相談員、多文化共生翻訳・通訳員を雇用し
て体制づくりに努めてきた。Ｈ２４年度は、多文化共生相談員
をあらたに設け、外国人市民の生活相談の解消を行った。
こういった、言語の壁を取り除くことができるスタッフの存在
は、事業効果を得るためにも必要不可欠である。
今後、事業効果を得つつ効率化を図るためには、ボランティア
人材の充実や市に代わって多文化共生を推進する組織・団体の
育成が必要となってくる。

市としては、それらの方向性を包括的に示すために「安芸高田
市多文化共生推進プラン」の作成に着手し、推進会議を10回
開催してきた。プランについては、平成24年度末に策定し
た。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である内　　　容

効
率
性

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

受益者負担を検証している25年度

一般財源等 14,9198,082

コスト 財源（千円）

14,919合計 8,082

○

一般財源等合計 ○

人件費受益者負担

10,677一般財源等

受益者負担5,782 7,113

直接事業費 2,300

人件費

多文化共生に対する職員・市民啓発を行う。
外国人相談窓口を設置し、相談体制の充実及び行政情報の多言語化を図る。
多文化共生に関する交流事業を実施していく。
多文化共生推進協議会を設置し、多文化共生プランを作成する。

23年度 24年度

コスト（千円） 財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等 国県補助金等国県補助金等 直接事業費

財源（千円）

人件費

コスト（千円）

7,806

受益者負担

コスト（千円）

○

合計

―

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

10,677

10,677 成果指標について当初設定した計画値が達成できた

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

○

サービスを提供するスピードも速いので有効性は高い。
また、スタッフの存在は外国人市民と行政、外国人市民と日本
人市民を結び付けるパイプ役として機能しており、相談事業、
交流事業などさまざまな場面で活躍している。
これまで、互いが向き合っていない状態であったが、外国人市
民の行政に対する信頼も向上しつつある。

○

500.00

－

多文化共生推進のために、各町・

14,919

計画値

300.00

－815.65%

8,082

活
動
・
結
果
指

時間外勤務手当 千円

120.00

0.80

14,919

500.00

合計

人

指　標　名　等

8,082

必要人員

対　前　年　比

各種啓発の参加者

－

実績値

23年度

－

160.00

－

25年度

403.00

コ ス ト

外国籍市民相談実績

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

備 考
（指標の計算方法、算式等）

合計

410.00

24年度

495.00

計画値 160.00

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

48.89% －

600.00600.00

－

938.00

600.00

－

単位

115.00

H28

単位当たりコスト②

多文化共生に関する推進員・相談
員・翻訳通訳員を設置し相談体制
を整えている。
３名体制（英語、ポルトガル語、
中国語）

年度

160.00

実績値

対　前　年　比

コ ス ト

人

H28

今後の計画値
（計画年度）

160.00

年度

500.00

人

千円

0.550.55

千円

10,677

件

単位当たりコスト①

242.00

単位

人

○

○

合計

○

市民への情報提供を行っている

―

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

目標年度に目標を達成できそうである

10,677

多文化共生リレー講座
多文化共生職員研修

※参考（H24年度）
リレー講座　123名
職員研修　119名

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

国際交流協会や日本語教室などのボランティア団体と協力を
行ってきている。フェイスブックを活用した情報発信などで、
市民が多文化共生事業に参加しやすい状況もつくれている。し
かも、事業の多くは市と市民が共同主催という形式をとり、中
には市民の自助努力によって運営されているものも数多くあ
る。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中村　慎吾

改善により予算要求額変更内容

多文化共生相談員の雇用
国際交流協会との連携強化
多文化共生推進会議の開催と多文化共生推進プランの策定

改善項目

①

②

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続するH28

年度

年度

650.00

目標値
（目標年度）

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

ボランティア人材の充実
外国人市民の抱える課題の根本的な解決（就労、就学、医療など）

主務課長氏名

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

優先的に継続する

多文化共生推進のために、各町・
地域のイベント経費に対し、補助
金を交付した。　18件

196.74% －

－

650.00

年度

23年度 24年度

300.00

実績値

566.00 581.00

650.00

－

３月３１日現在

年度

25年度

－423.00

指
標

計画値

コ ス ト

計画値
多文化共生推進補助金

対　前　年　比

千円 215.00

単位

－

600.00600.00600.00

計画値

実績値 －

－

650.00

実績値

単位当たりコスト③

指　標　名

外国人登録者数

単位

－

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

計画値

実績値

単位 計画値

実績値

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

530 市民部 人権多文化共生推進室（多文化共生推進事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

国や県と重複のない事務事業である

備考欄（留意事項）

人権尊重のまち「人 輝く・安芸高田」を実現させるためには、
人権問題を社会全体の問題として捉える必要がある。
そのためには、行政はもとより、ひとりひとりの市民や地域、
学校、企業、ＮＰＯ団体などと互いに協働し啓発に取り組むこ
とが重要である。本事業は、その活動を支援するために行って
いる。

○

―国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

款

0826
（42）5630

1

人権推進事業費

担当部課

作成者氏名

1

民生費

1中事業

一般会計

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

チェック

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

電話
秋重正義

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

市民部　人権多文化共生推進室

1 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

227

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

3

社会福祉費

対　　　象
（誰のために）

人権啓発推進団体

人権推進費

人権推進費
施　 策 推進体制の整備

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

人権啓発推進団体活動支援事業

3 平成

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成

―

○

○

○

○

目

28 316

主要施策 1.人権が大切にされる地域社会の創造

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

○

各団体の財源の効率的使用を指導している。

○

7,138

各団体は人権に関する、専門性の高いエキスパート、市民連合
組織などであり、その経験と能力は高い。
市民から寄せられる人権問題の解決に関しても、行政だけでは
行うことができない当事者へのケアも含めて行うことができ

○

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

合計 7,1447,144 一般財源等 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―

人件費 受益者負担

7,138

自主活動の活性化を図る

人権啓発活動団体や女性団体への活動費の一部補助を行う。
各団体の活動内容
①市民を対象した人権啓発活動②市民を対象とした学習会、人権講演会の開催。③人権擁護に係る啓発活動（人権の花運動
など）④会員を対象とした研修活動など

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等5,8045,800

コスト（千円）

24年度

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

直接事業費

財源（千円）

人件費

国県補助金等

5,930一般財源等5,930

○

×

―

○

×

○

合計

○

○

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

財源（千円） コスト（千円）

受益者負担

23年度

5,930

1,344 1,334人件費

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 各団体が市民で構成されているため、市民参画の度合いは強
い。

○

4.00

0.15

7,138 行うことができない当事者へのケアも含めて行うことができ
る。
また、人権啓発についても協働しておこなっており事業効果が
高い。

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

合計

3.00

－

－

時間外勤務手当 千円

23年度

93.00

活動支援団体数

－

人

指　標　名　等

7,144

必要人員

7,144

活
動
・
結
果
指

計画値単位 4.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

－

団体

実績値

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

合計

77.00

24年度

4.00

0.15

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

計画値

コ ス ト

75.00% －

年度

－単位当たりコスト①

－

3.00実績値 －

単位当たりコスト②

単位

対　前　年　比

コ ス ト

H28

人 0.15

備 考
（指標の計算方法、算式等）

千円

7,138

対　前　年　比

市民への情報提供を行っている

目標年度に目標を達成できそうである

5,930

人

5,930

３団体　4000千円
　　　　1700千円
　　　　　 70千円

25年度

千円

年度

4.00

―

―

○

○

合計

―

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画 市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中村　慎吾主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容改善項目

①

②

今年度までに実施した改善内容

補助金事業の効率的活用を指導している。

解決できていない課題

自主活動の活性化を図るとともに、自主財源割合の増加を求める。

課題解決のための改善内容及び予算への反映

－

－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

縮小して継続する

年度

年度

年度

総コスト／団体数
5770千円／３団体

1,592,000.00

年度

23年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

完了した－ －

1,592,000.00 1,923,000.00

1,384,000.00 1,592,000.00

指
標

単位

単位

実績値

単位当たりコスト③

実績値

計画値

コ ス ト

計画値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

1,592,000.00

24年度

計画値

　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

実績値
１団体あたりのコスト

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

227 市民部 人権多文化共生推進室（人権啓発推進団体活動支援事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 推進体制の整備
3

28 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

×

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

人権会館管理運営事業（吉田）

3 平成

人権会館費

人権会館管理運営費

対　　　象
（誰のために）

○啓発対象市民及び施設利用者

一般会計

228

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

吉田人権会館担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）2826

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

吉田人権会館

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
野川　栄治

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

○行政課題であるあらゆる人権問題の解決と啓発推進の拠点施
設とし
て、啓発事業の取り組みや館の利用促進を行い、館の発信する
啓発の浸透を図ると共に、生活課題の相談窓口を開設してい
る。

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

2,955

2,872

2,926

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

―

2,793

○

合計

―

○

―

○

○

○

―

2,793

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 2,686

人件費 43

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

○会館運営は、地域の福祉・教養文化・交流施設として、利用を促進し市民生活の向上を図る。
○同和問題をはじめとしたあらゆる人権課題解決の事業や、啓発活動により人権意識向上を図る。
○事業効果を高める企画運営について、調査研究、協議する。

○他の機関と連携して、館の管理・運営・活動について協議し、企画・執行する。
○施設の維持管理・修繕を行い、施設の安全快適利用を確保し、年間359日(9:00～22:00)の利用を維持する。
○行政・各種団体へ利用の誘致・調整や、夜間・休日管理委託を行って利用拡大など、目的達成の施設管理を行う。
〇教養文化活動等地域住民の交流の場として広く利用していただく。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,645 2,545

45

2,793一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 2,7245,641 一般財源等 5,571

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

2,983

○主催人権講座、研修会・交流会などの定着や、福祉・啓発団
体等利用者の自主講座・研修会の開催もされている.。
○小規模施設の利点を生かした、総合相談会場の設定を行って
いる。

○人権啓発事業をはじめ、地域文化福祉向上・交流事業、総合
相談の開設事業など、多機能な運営で目的事業の効率を高めて
いる。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

―

○

2,793

利用者実数値。

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

人

日

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

2,793

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

359.00 年末年始を除き、利用可能にす
る。
年間３５９日（9:00～22:00）

年度

5,000.00

H26

人

千円

H26359.00

0.35

単位当たりコスト①

89.94% －

527.83

計画値

－

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

5,641,000

合計

33.00

24年度

4,653.00

2,531,000

－

359.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 2,456,000

4,185.00

館の開館日数
359.00

館の延べ利用者数

－

実績値

計画値

100.00%

－

604.78

59.00

合計

人

指　標　名　等

2,724

必要人員

5,641

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

5,571,000

15,518.1115,713.09

359.00

359.00

5,000.00

5,571

6,000.00

－

0.30

2,983 いる。
〇専用駐車場がなく、研修会等に支障をきたしている。

○啓発行事、講座、会館利用において、それぞれ参加団体の意
見や利用形態の要望を聞いている。
○事業計画において関係機関と連携・協議を行っている。

×

5,000.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

回
人権会館利用回数

計画値

実績値
日あたり施設利用者数

指
標

単位

単位

500.00

－

－

500.00

14.00

施設利用可能日３５９日の内、施
設の延べ利用回数

計画値

実績値

500.00500.00

413.00 425.00

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

12.96 11.66

17.00 14.00

－

23年度 24年度

人権会館運営費

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

利用者数／利用可能日数（359
日）

14.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

利用者の節電、節水を図る。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

　　　　　　　　　　－

H26 年度

年度

H26

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

○小規模改善・修繕で、施設の機能向上と安全快適施設の維持管
理。
○事業内容、執行方法の見直し、計上経費の節減で、運営費の削
減。
○コピー機のリース替えを行い、コピーの効率化及びコピー代金の
減額。

解決できていない課題

○人権会館運営の一元化。
〇「隣保館運営補助金」の存続。
〇専用駐車場の整備。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

中村慎吾

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

回

指標化できない成果
近隣に市民文化センターや市中央保健センターの整備により利用者が減少しているが、小規模
バリアフリーの特徴を持つ多機能施設として、利用効率を高めたい。

－実績値 413.00 425.00 H26 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

228 吉田人権会館（人権会館管理運営事業（吉田））



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

乳幼児の利用もあり、特定の部屋だけでなく、全館にわたって
安全性のチェックが必要である。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
道沖義輝

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
(52)7500

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

八千代人権福祉センター

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

八千代人権福祉センター担当部課

作成者氏名

229

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

人権会館費

人権会館運営費

対　　　象
（誰のために）

管内市民及び市職員

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

人権福祉センター管理運営事業（八千代）

3 平成

○

○

○

×

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 推進体制の整備
4

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

―

築１０年で、比較的新しい施設でもあるが、使いやすいとの高
評価を得ている。

施設の使用や利用者のニーズを理解し、効率よく利用していた
だくためには、日々の地道な清掃等の管理が必要である。
トイレの入り口には「節電にご協力ください」との貼紙をした
り、電気の消し忘れがあった利用者には、以降気をつけてもら
うよう注意を促している。

3,440

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

4,841一般財源等合計 3,5234,924 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

○地域の福祉交流施設として、利用の促進や啓発活動により、利用者の交流と人権意識の向上を目指す。

○施設の維持管理・修繕を直接ないし業務委託にて行ない、施設を快適に利用してもらう。
○行政または各種団体等の利用の誘致･調整を行ない、利用拡大などのねらい、施設管理を行なう。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,528 1,401

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 2,028

人件費

×

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

―

○

○

○

合計

○

―

×

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

2,896

1,401

3,313

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 利用者による会場使用後の清掃をお願いしている。
センターで行われる活動をカレンダーにして発行したらどうか

―－

0.35

3,4404,841

9,000.00 9,000.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

2,600,000

8,637.87

301.00

合計

人

指　標　名　等

3,523

必要人員

4,924

125.94%

－

289.95

利用日数
358.00

利用者数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

8,967.00

合計

2.70

24年度

8,788.00

2,600,000

－

358.00

有
効
性

○

―

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

102.04% －

計画値

－

人

千円

H26239.00

0.30

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

利用申し込みのあった日数
（計画値は休館日を除いた全日
数）

年度H26実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

日

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

八千代図書館への来館者を含む
（計画値は館内住民４２００名が
２回利用するとした数）

目標年度に目標を達成できそうである

○

×

○

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中村　慎吾

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

H26 年度

年度

H26

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

予約のあった日÷開館日数

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－

66.76 66.55

100.00 100.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値

25.00

24.55 25.04

25.00

－

－

年間利用者数÷開館日数

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

人
１日あたり利用者数

計画値

実績値
施設利用率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

H26 年度実績値 24.55 25.04

廊下等で行うパネル展示の閲覧者は、カウントできていない部分もある。

－人

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

229 八千代人権福祉センター（人権福祉センター管理運営事業（八千代））



年 月 ～ 年 月 ×

×

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

地域改善事業（隣保館運営事業）に基づいて事業実施。
市民のニーズにより、内容を検討しながら、予算化し対応して
いるが、全ての要望には限界もあるため、内容を検討し慎重に
行う必要ある。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
八島芳樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（57）1330

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

たかみや人権会館

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

たかみや人権会館担当部課

作成者氏名

230

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

人権会館費

人権会館運営費

対　　　象
（誰のために）

施設利用市民・担当職員

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

人権会館管理運営事業（高宮）

4 平成

○

○

○

○

○

○

×

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

昭和 61

施　 策 推進体制の整備
5

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

×

会館の適正な維持管理に心がける。

会館を適正に維持管理することで、修繕箇所を少なくしたり、
素早い
対応により、経費節減に繋げるように留意している。
利用者数が増えれば自然と維持経費が増となる。財政負担の軽
減のため受益者負担を考える時期に来ている。
しかし、基本は、利用してもらうことで啓発の一環となってい
ることも事実であるため、単純に受益者負担の導入には慎重に
検討が必要。

3,889

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

5,864一般財源等合計 3,3115,286 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

人権活動の拠点として、市民の学習・交流の機会と場所の提供を行う為、快適に利用してもらう環境をつくる。

会館を開放し、いつでも市民が快適に利用できる環境をつくる。開館時間は、８時３０分から２２時まで。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等3,316 1,975

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 2,749

人件費

―

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

×

○

○

○

○

○

合計

―

×

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

2,537

1,975

2,548

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―－

0.30

3,8895,864

5,000.00 7,000.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

3,540,043.00

55.00

合計

人

指　標　名　等

3,311

必要人員

5,286

122.86%

－

253.28

館の維持

館の管理・利用者数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 2,248,959

8,579.00

合計

68.00

24年度

9,109.00

2,172,888

－

有
効
性

×

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

―

94.18% －

246.89

計画値

－

人

千円

H262,881,478.00

0.30

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

会館維持経費

年度

7,000.00

H26実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

コスト／利用者数
開館日数年３６０日（年末年始を
除き利用可能にする）

目標年度に目標を達成できそうである

×

○

○

合計

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中村　慎吾

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

年度

年度

H26

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

コスト／稼働日数３６０日

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－

14,251.00 15,869.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

計画値

実績値
館のコスト

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

230 たかみや人権会館（人権会館管理運営事業（高宮））



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

昭和 58

施　 策 推進体制の整備
6

27 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

―

○

○

×

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

人権会館管理運営事業（甲田）

7 平成

人権会館費

人権会館管理運営費

対　　　象
（誰のために）

甲田地域住民及び施設利用者並びに職員

一般会計

231

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

甲田人権会館担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（45）4922

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

甲田人権会館

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
玉本賢壮

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

館の目的である人権問題の解決と住民交流の拠点施設として、
啓発事業の取り組みや館の利用促進を行う。
地域住民の生活課題に対応するため、総合相談を担当する人権
相談員を配置している。
広く市民が利用できるよう運営し、施設の維持管理を行い快適
に利用できる状態を確保する。

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

2,510

2,898

2,479

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

―

2,035

○

合計

―

○

×

○

○

○

×

2,035

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 2,471

人件費 19

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

3,826

会館運営は、住民交流の拠点として利用を促進し住民の生活・文化の向上を図る。
人権啓発事業・福祉・教養文化事業を通じて市民交流を促進し、相互関係を深め、人権の尊重と人権意識の向上を図る。

隣保事業（社会調査研究・相談・啓発広報・地域交流・福祉事業）の企画・運営・執行。
施設の維持管理・修繕を行い快適に利用できる状態を確保する。
開館時間8：30～17：１５　夜間利用17：１５～22：00　休館日土・日・祝日・年末年始　　使用料有

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,052 2,870

▲ 1,791一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 2,0834,981 一般財源等 4,531

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

1,642

人権講座、教養文化教室等の定着により、施設の機能性・利便
性が理解され、参加者の口コミにより福祉・文化団体の利用が
増えている。
施設の利点を生かして、関係機関の相談会に利用されている。

人権啓発事業・地域福祉文化事業・総合相談事業等、多目的事
業の効率を有機的に高めている。
近隣に公民館、福祉施設、文化センターがある中、当館は機能
性と利便性が高く小グループの利用効率が高い。
利用者に「みなし差別」意識があり館の利用を敬遠する風潮が
あったが改善傾向にある。
全室空調から各室単独空調に切り替えたので、利用の仕方を徹
底する。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

○

○

2,035

　２２団体　利用回数４３３回
　　　　利用者数７４７４人
　夜間利用時間
　　　　１７：１５～２２：００

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

人

日

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

▲ 1,791

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

243.00 会館利用日数２８２日
　開館時間８：３０～１７：１５
　夜間１７：１５～２２：００

年度

8,000.00

H26

人

千円

H26279.00

0.40

単位当たりコスト①

109.05% －

362.10

56.00

計画値

－

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

2,481,850

合計

44.00

24年度

6,854.00

2,622,304

－

243.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 2,481,850

7,474.00

会館利用日数
243.00

館の利用者数

－

実績値

計画値

101.08%

－

2,035,860.00

27.00

合計

人

指　標　名　等

2,083

必要人員

4,981

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

2,622,304

9,298.958,895.52

282.00

8,000.00

56.00 56.00 保守点検回数/年

4,531

2,400.00

－

0.30

1,642 施設の利点を生かして、関係機関の相談会に利用されている。

人権啓発事業について、人権団体・ＮＰＯ法人・世界人権宣言甲田町実行委員会

×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

1.20 －
館の利用回数

単位 計画値 1.00

回 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

％
館の利用率

計画値

実績値
日当たりの施設利用者数

指
標

館の維持修繕箇所
単位

単位

1.00

1,439,986

1.00

100.00

1.08

1.00

－

－

利用日数　２８２日/開館日数３
５９日

計画値

実績値

100.00100.00

77.71 78.55

－

56.00

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値
館の維持管理

対　前　年　比

回

計画値

コ ス ト

計画値

－

15.00 20.00

10.00 10.00

－

2.00

26,181.56

55.00

23年度 24年度

56.00

55.00

1,953,741

3.00

35,522.56

100.00%

56.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

延べ利用回数４３３/利用可能日
数３５９

保守点検回数/年
　　昇降機５回
　　　清掃３７回
　　空調機１回
　事務機器１０回
　消防機器２回

目標値
（目標年度）

年度

利用者数７４７４人/利用可能日
数３５９日

10.00

－

H26 年度－

1.00

1.00

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

H26

H26 年度

H26 年度

H26

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

中村　慎吾

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果
近隣に公民館、福祉施設、文化センターの施設がある中、利用者は増えている。当館は小規模
施設でもバリアーフリー、ＥＶ完備の特徴を持つ多機能・多目的施設として利用率を高める。

－実績値 77.71 78.55 H26 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

231 甲田人権会館（人権会館管理運営事業（甲田））



年 月 ～ 年 月 ○

○

国や県と重複のない事務事業である

備考欄（留意事項）

地域コミュニティ施設として必要である。特に、美土里教育集
会所については、平成24年度には近隣にあった類似施設、美
土里山村開発センターが取り壊しになり、その重要性が増して
きている。
準基幹集会所については、同和地区にある地域のコミュニティ
施設として活用している。
共同墓地については、地区関係者の人としての尊厳を守るため
市有地に墓地を整備してきたという経緯があり市が管理してい
る。ただし、清掃など軽微な管理は地元による「共同墓地管理
組合」が行っている。

○

○国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

款

0826
（42）5630

1

人権推進事業費

担当部課

作成者氏名

1

民生費

1中事業

一般会計

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

チェック

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

電話
原田和雄

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

市民部　人権多文化共生推進室

1 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

232

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

3

社会福祉費

対　　　象
（誰のために）

施設利用をする市民のために。

人権推進費

人権推進費
施　 策 推進体制の整備

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

関係施設管理運営事業

3 平成

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成

○

×

○

○

○

目

28 316

主要施策 1.人権が大切にされる地域社会の創造

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

○

人権啓発及び地域のコミュニティセンターとして施設の有効活
用を図る。現状ではほとんどがランニングコストが経費になっ
ており現在の事業費は、単年度の突発的な修繕を除けば最低限
の事業費で運営している。

○

3,922

美土里教育集会所は人権会館として位置付けられ、相談事業を
行っている。また、相談事業をはじめ地域の集会や文化活動、
少人数の研修会場として活用している。

○

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

合計 3,4183,418 一般財源等 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○

人件費 受益者負担

3,922

施設を良好に管理し、利用者の利便性を高める。

美土里教育集会所（※管理根拠法令：安芸高田市人権会館及び設置条例及び規則）
準基幹集会所4ヵ所（春日中央集会所／市ケ原集会所／福田集会所／竹貞集会所）
共同墓地8か所（吉田中束共同墓地／吉田太郎丸共同墓地／吉田青山共同墓地／吉田宮之城共同墓地／吉田内堀外堀共同墓
地／八千代町土師共同墓地／八千代町上谷共同墓地／八千代町新宮共同墓地　※管理根拠法令：安芸高田市共同墓地条例及
び規則）の維持管理を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,5882,084

コスト（千円）

24年度

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

直接事業費

財源（千円）

人件費

国県補助金等

1,032一般財源等1,032

○

○

○

○

―

○

合計

○

○

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

財源（千円） コスト（千円）

受益者負担

23年度

1,032

1,334 1,334人件費

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 市が管理すべきものであると規定しているが、利用と軽微な管
理については、市民が積極的に参画し、市民目線の利活用を
行っている。

―

2,000.00

0.15

3,922

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

合計

2,000.00

－

－

時間外勤務手当 千円

23年度

93.00

施設利用者数

－

人

指　標　名　等

3,418

必要人員

3,418

活
動
・
結
果
指

計画値単位 2,500.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

－

人

実績値

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

合計

77.00

24年度

1,615.00

0.15

有
効
性

○

―

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

計画値

コ ス ト

92.88% －

年度

－単位当たりコスト①

－

1,500.00実績値 －

単位当たりコスト②

単位

対　前　年　比

コ ス ト

H28

人 0.15

備 考
（指標の計算方法、算式等）

千円

3,922

対　前　年　比

市民への情報提供を行っている

目標年度に目標を達成できそうである

1,032

人

1,032

美土里教育集会所利用者数

25年度

千円

年度

2,000.00

○

○

○

○

合計

―

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画 市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中村　慎吾主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容改善項目

①

②

今年度までに実施した改善内容

必要に応じ修繕等を行いながら施設運営を行っている。

解決できていない課題

施設の老朽化に伴う維持管理費用の増大していくことが予想される。
また、準基幹集会所や共同墓地はほとんどが地域住民のみで利用してい
る実態があるため、今後も市が継続して管理していく施設として位置付
けることは難しい。

課題解決のための改善内容及び予算への反映

－

－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

縮小して継続する

年度

年度

年度

年度

23年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

完了した－ －

指
標

単位

単位

実績値

単位当たりコスト③

実績値

計画値

コ ス ト

計画値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

24年度

計画値

　
　
成
果
指
標

単位

単位

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

232 市民部 人権多文化共生推進室（関係施設管理運営事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 推進体制の整備
3

28 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

団体育成事業（吉田）

3 平成

人権会館費

人権会館費管理運営費

対　　　象
（誰のために）

○企業・各種団体・人権啓発団体・相談担当団体。

一般会計

233

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

吉田人権会館担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）2826

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

吉田人権会館

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
野川　栄治

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

604

418

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

○

合計

○

×

×

―

○

―

×

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 1,510

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

○企業・事業所、各種団体への人権研修情報提供や啓発団体の支援を行い、情報を活用し、啓発行事参加や人権研修の取り
組み。
○行政と啓発団体の連携・活動支援により幅の広い啓発活動を行う。

○広報紙や啓発行事案内を送付して、啓発行事に参加を促すと共に、人権問題に関心を高めてもらう。
○人権啓発団体構成員(各種団体)の人権意識向上の浸透と、団体による市民啓発活動が有効活発になるよう支援する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,510 881

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 9061,510 一般財源等 1,928

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

1,047

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

○

○

0

人権啓発月間・週間の啓発(フェ
スタ・講演会・パネル展・文化
祭・他)諸行事。人権講座・研修
会等(人権大学・男女共同参画他)
の案内

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

700.00

H26

人

千円

0.05

単位当たりコスト①

100.00% －

計画値

－

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

合計

5.00

24年度

550.00

100,000

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

550.00

人権啓発行事・研修会案内
数

－

実績値

計画値

－

181.82

合計

人

指　標　名　等

906

必要人員

1,510

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

700.00

1,928

700.00

－

0.05

1,047

―

700.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
啓発団体自主研修参加率

指
標

単位

単位

－

－

60.00

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

36.00 41.00

60.00 60.00

－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

町民会議団体研修会参加率
参加数／会員数（32/78）

60.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

H26

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

広報PRのため、人権会館から市ホームページを通じて発信した。

解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

中村　慎吾

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果
○関係団体は、真の任意加入は少なく、業務・職務上の加入団体構成の団体であるので、人権の啓
発推進を促進するため、企画や運営の支援で活性化し、参加団体の組織力を有効に活用する。

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

233 吉田人権会館（団体育成事業（吉田））



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 推進体制の整備
4

27 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

団体育成事業（八千代）

3 平成

人権会館費

人権会館運営費

対　　　象
（誰のために）

各種市民団体

一般会計

234

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

八千代人権福祉センター担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（52）7500

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

八千代人権福祉センター

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
道沖義輝

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

人権施策を推進する上で各種団体との連絡、調整、協議は不可
欠である。
そのことを通じて各団体を構成する方々にも人権意識が定着し
ていくものと考える。

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

828

272

828

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

○

合計

―

○

×

○

○

○

×

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 86

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

○関係団体の運営を支援することにより、啓発活動の機会を提供し、会員相互の交流と人権問題への関心を高め、人権意識
の向上を図り、団体の活動が有効活発になるよう努める。

○心耕祭（12月）における各種団体との協力及び参加―町内各学校、人権擁護委員、市民会議八千代町支部

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等86 272

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 642914 一般財源等 914

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

642

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

―

○

0

町内各種団体への文書発送回数
(行事の開催案内、標語提出依
頼、発表者推薦依頼等)

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

回

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

人権標語選考委員会はもとより民
生児童委員定例会、老人クラブ定
例会、振興会会議などを実施。会
議の中で講演会の案内・標語の応
募依頼等行った。

年度H26

人

千円

H261.00

0.10

単位当たりコスト①

100.00% －

計画値

－

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

合計

0.70

24年度

15.00

190,000

－

1.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

15.00

会議開催回数
3.00

団体代表者との連絡回数

－

実績値

計画値

100.00%

－

12,666.67

合計

人

指　標　名　等

642

必要人員

914

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

15,000

15,000.00

1.00

15.00

914

15.00

－

0.10

642

―

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

単位

単位

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

中村　慎吾

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

234 八千代人権福祉センター（団体育成事業（八千代））



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

昭和 61

施　 策 推進体制の整備
5

27 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

―

―

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

団体育成事業（高宮）

4 平成

人権会館費

人権会館運営費

対　　　象
（誰のために）

世界人権宣言高宮実行委員会（構成機関：２８団体）

一般会計

235

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

たかみや人権会館担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（57）1330

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

たかみや人権会館

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
八島芳樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

地域改善事業（隣保館運営事業）に基づいて事業実施。
団体の育成は、人権啓発推進を進めていくうえで、重要な役割
をもっている。連携して行くことで、「人輝く　安芸高田」に
近づくように努力する。

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

423

391

425

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

○

合計

○

○

○

○

○

―

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 120

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

団体の運営を支持する事により、啓発活動の機会を提供し、会員相互の交流と人権問題の意識を高め、人権意識の高揚を図
る。

１２月の人権週間に大会を開催し人権意識の高揚を図る。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等120 391

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 152543 一般財源等 545

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

154

毎年の事業報告内容の確認と検討。
文芸賞の公募数が減少しているまた、内容的にも以前と比べ
て、反省点がある。この反省を踏まえた取り組みの検討が必要
である。

人権意識向上のための団体育成。
啓発の推進のためには、団体との連携は必要不可欠であり、連
携することで、お互い補い助け合い、効果的な事業効果が生ま
れる。

×

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

○

―

0

世界人権宣言記念大会の開催、参
加人数

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

100.00

H26

人

千円

0.05

単位当たりコスト①

100.00% －

7,210.50

計画値

－

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

合計

11.00

24年度

70.00

497,592

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 504,735

70.00
人権講座の参加者数

－

実績値

計画値

－

7,108.46

9.00

合計

人

指　標　名　等

152

必要人員

543

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

100.00

545

100.00

－

0.05

154 である。

―

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
講座参加率

指
標

単位

単位

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

70.00 70.00

100.00 100.00

－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

参加人数／計画人数100.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

H26

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

中村　慎吾

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

235 たかみや人権会館（団体育成事業（高宮））



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

人権啓発関係団体の加入構成員は任意なので活動を支援する必
要がある。
構成員の個人力・組織力を活用することで広く啓発活動を行う
ことができる。
団体と行政が連携することで市民啓発の効果が期待できる。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
玉本賢壮

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（45）4922

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

甲田人権会館

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

甲田人権会館担当部課

作成者氏名

236

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

人権会館費

人権会館管理運営費

対　　　象
（誰のために）

事業所・各種団体・人権啓発団体

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

団体育成事業（甲田）

7 平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

昭和 58

施　 策 推進体制の整備
6

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

各種団体と連携して事業を推進することは人権啓発の有効性を
高め、構成員の自己啓発とし効果が高い。

団体補助金の効率的活用を行うため、団体と共同事業を開催す
る。     人権啓発行事の情報を提供する。

1,159

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

1,876一般財源等合計 1,1641,888 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×▲ 323一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

956

関係団体への情報提供を行い、啓発活動の機会や研修の場を提供し、会員相互の交流と人権問題の関心を高め、人権意識の
向上と団体の活動が有効活発になるよう支援を行う。
団体の事業誘致を行い館利用の促進を図る。

啓発事業の運営及び共同開催。
広報紙や啓発行事の案内を送付して参加を促す共に人権問題に関心を高めてもらう。
団体による市民啓発活動が活発になるよう支援する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等637 717

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 634

人件費

×

633

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

×

―

○

―

○

合計

○

○

○

633 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

1,254

724

1,239

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 人権啓発事業について、人権団体・ＮＰＯ法人・世界人権宣言
甲田町実行委員会と連携・協議を行っている。
講演会等において、参加者アンケートを回収し事業計画に反映
している。

―－

0.15

1,1591,876

150.00 150.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

555,665

1,870.932,257.14

297.00

13.00

合計

人

指　標　名　等

1,164

必要人員

1,888

128.57%

－

10,106.95

団体構成員広報紙・人権行
事案内数

250.00

団体構成員人権啓発行事参
加人数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 1,276,600

133.00

521,400

合計

22.00

24年度

103.00

1,344,224

－

250.00

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

129.13% －

12,394.17

計画値

－

人

千円

H26231.00

0.10

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

250.00 人権講演会、人権講座等３３人×
７回＝２３１部　会館だより３３
人×２回=６６部

年度

150.00

H26実績値

▲ 323

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

部

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

633

人権講演会、人権講座、参加人数
６６８人×20％

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

○

合計

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中村　慎吾

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

広報PRのため、人権会館から市ホームページを通じて発信した。

解決できていない課題

H26 年度

年度

H26

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

世界人権宣言甲田町実行委員会参
加団体数１８/構成団体数３３

60.00

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－

54.50 54.50

60.00 60.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値

5.005.00

6.00 6.00

5.00

－

－

人権関係団体館利用団体数

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

団体
人権啓発団体利用団体数

計画値

実績値
人権啓発団体参加率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

H26 年度実績値 6.00 6.00

関係団体の構成員は任意加入なので人権啓発行事を個別に案内したり、行事の運営を依頼した
りしながら活動が広がるよう工夫している。参加団体の組織力を有効に活用する。

－団体

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

236 甲田人権会館（団体育成事業（甲田））



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
野川　栄治

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）2826

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

吉田人権会館

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

吉田人権会館担当部課

作成者氏名

238

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

人権会館費

人権会館管理運営費

対　　　象
（誰のために）

○悩みをもつ市民。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

総合相談事業（吉田）

3 平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 推進体制の整備
3

28 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

2,091

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

3,849一般財源等合計 7892,598 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

○相談しやすい各種相談会の実施と、相談担当者の資質向上研修を行い、相談の適正指導を行うことで、早期解決を目指
す。

○悩みを持つ市民に、専門の相談員複数により定期総合相談を開催し、専門性を発揮して助言や、悩みを取り除く。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,595 1,758

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 2,598

人件費

×

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

×

○

○

○

合計

―

○

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

1,809

1,254

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

350.00

－

0.15

2,0913,849

350.00

60.00 総合相談会を担当する各委員や所60.00

30.00

350.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

745,000

43,823.53

17.00

合計

指　標　名　等

789

必要人員

2,598

47.22%

－

5,635.74

総合相談会受付件数
30.00

巡回相談受付件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

291.00

合計

14.00

24年度

314.00

1,640,000

－

30.00

有
効
性

×

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

92.68% －

70.0070.00

計画値

－

人

千円

H2636.00

0.15

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

30.00 月二回、民生児童委員・行政相談
委員・人権擁護委員・人絹相談員
で総合相談会を開設。

年度

350.00

H26実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

人権相談員の訪問等相談受付件
数。

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

○

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中村　慎吾

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

相談担当者の資質向上のための研修機会を継続して創出してきた。

解決できていない課題

H26 年度

年度

H26

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

相談協研修会２回の会員参加率（会
員のみ）参加人数／相談員数
（38/48）

80.00

－

H26 年度－

94.59%

60.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

総合相談会を担当する各委員や所
属機関を中心に、年二回研修会を
開催。

目標値
（目標年度）

74.00

23年度 24年度

60.00

70.00

504,000

7,200.00

－

84.78 79.17

80.00 80.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値
相談員研修への参加者数

対　前　年　比

人

－

70.0070.00

計画値

実績値

300.00300.00

350.00 308.00

300.00

－

－

300.00

80.00

巡回・相談会の合計数。

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

件
相談全体受付件数

計画値

実績値
研修会参加率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

H26 年度実績値 350.00 308.00

生活上の相談が多くなっており、解決までは至らない場合があるが、聴くことによって相談者
の心をいやす効果がある。

－件

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

238 吉田人権会館（総合相談事業（吉田））



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

相談者が気軽に来館できる雰囲気づくりに気をつける。
同和問題に対する正しい認識と理解が必要。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
道沖義輝

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（52）7500

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

八千代人権福祉センター

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

八千代人権福祉センター担当部課

作成者氏名

239

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

人権会館費

人権会館運営費

対　　　象
（誰のために）

悩みを持つ市民・相談を受ける担当者

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

総合相談事業（八千代）

3 平成

○

○

○

○

―

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 推進体制の整備
4

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

市役所の窓口に行きにくいと感じる相談者でも来館することが
できる気楽さを目指す。
相談件数が多ければ良いというものではない。

相談内容が多岐にわたり、受ける側の資質向上が必要不可欠で
ある。
また、関係各部署との連携を密にとる。

2,058

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

2,680一般財源等合計 1,2741,896 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

相談しやすい各種相談会の実施と、相談担当者の資質向上を行ない、相談内容に対して適正な指導を行なうことで、悩み事
の早期解決を目指す。

○来館が難しい市民に対して出向いての対応や、来館相談者に対して職員が対応する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,023 622

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 1,068

人件費

×

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

―

―

○

○

合計

○

―

○

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

828

622

1,657

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○－

0.20

2,0582,680

100.00 100.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

500,000

3,703.70

135.00

合計

人

指　標　名　等

1,274

必要人員

1,896

82.82%

－

5,747.13

一般相談
80.00

巡回相談

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

87.00

合計

1.30

24年度

68.00

500,000

－

150.00

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

127.94% －

計画値

－

人

千円

H26163.00

0.20

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

年度H26実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

指導員による訪問相談回数。

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

○

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中村　慎吾

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

相談担当者の資質向上のための研修機会を継続して創出してきた。

解決できていない課題

年度

年度

H26

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

（相談総数－長期相談件数）÷相
談総数

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－

100.00 100.00

100.00 100.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
相談対処率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値

相談を受けて、その場で解決するもの、行政の他事業にあてはめて徐々に解決していくもの、本人の目の
前で県（消費者センター等）や国（法務局等）に相談するもの、また相談者の思い通りにいかないものな
ど、当館に対する相談者の満足度は多様である。

－

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

239 八千代人権福祉センター（総合相談事業（八千代））



年 月 ～ 年 月 ×

×

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

地域改善事業（隣保館運営事業）に基づいて事業実施。
相談者が、気楽に来館できる雰囲気づくり必要。
関係機関や団体との連携を密にする。
同和問題に対する正しい認識と理解が必要。
相談内容の多様化に対応するための職員研修が必要。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
八島芳樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（57）1330

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

たかみや人権会館

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

たかみや人権会館担当部課

作成者氏名

240

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

人権会館費

人権会館運営費

対　　　象
（誰のために）

各種問題の悩みを持つ市民

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

総合相談事業（高宮）

4 平成

○

○

×

○

×

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

昭和 61

施　 策 推進体制の整備
5

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

相談事業は、件数が多ければよいものではない。
利用するしないは、別として、平日の相談や延長相談により住
民側に立つと、選択肢があることは、良いことである。

相談内容が多岐にわたり、長期に取り組む案件もある。
コスト削減のため、相談事業を申込み方式に変更した。相談状
況、内容を確認しながら、やり方について、検討する必要あ
り。

3,190

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

5,538一般財源等合計 3,1975,545 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

悩みを聞いて、それの解決方法の助言や悩みを取り除く

地域住民に対し、生活上の相談、人権に関わる相談に応じ適切な助言指導を行う。
職員・相談員の資質向上のための各種研修〔相談員連絡会〕

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,990 2,348

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 3,008

人件費

×

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

×

―

×

×

○

合計

○

×

○

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

2,537

2,348

2,548

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○－

0.30

3,1905,538

50.00

15.00 相談員連絡会・全隣協中国ブロッ15.00

50.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

3,829,967

10,609.3310,560.47

361.00

55.00

合計

人

指　標　名　等

3,197

必要人員

5,545

100.00%

－

24,797.00

一般相談件数
150.00

巡回相談世帯数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 1,184,377

48.00

3,812,330

合計

68.00

24年度

48.00

1,190,256

－

350.00

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

100.00% －

24,674.52

15.00

計画値

－

人

千円

H26361.00

0.30

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

350.00 訪問窓口活動を通じて行う相談件
数

年度

50.00

H26実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

戸

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

巡回対象地域戸数

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

○

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中村　慎吾

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

H26

年度

年度

H26

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

（相談総数－長期相談件数）／相
談総数

100.00

－

H26 年度－

24.00

78.95%

15.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

毎月第２・第４火曜日延長窓口相
談日、事前申し込み制実施

相談員連絡会・全隣協中国ブロッ
ク研修会・広島県隣保館連絡協議
会研修会

目標値
（目標年度）

0.00

13,915.79

19.00

23年度 24年度

15.00

15.00

278,600

0.00

18,573.33

－

99.44 99.40

100.00 100.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値
相談員研修回数

対　前　年　比

回

－

15.00

計画値

実績値 －

－

24.00

264,400

24.00

指
標

相談事業（延長窓口）
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
対処率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

240 たかみや人権会館（総合相談事業（高宮））



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

相談者が気軽に来館できる雰囲気づくり。
同和問題の科学的認識と理解が必要。
地域の相互扶助の関係が崩壊し、近所に相談しにくい、相談で
きる人がいないなど、自助解決能力が低下している。
多様な市民生活により、個人的な悩み・心配ごと・苦情など増
加傾向にある。
人権相談員を配置して総合相談を行っている。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
玉本賢壮

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（45）4922

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

甲田人権会館

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

甲田人権会館担当部課

作成者氏名
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事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

人権会館費

人権会館管理運営費

対　　　象
（誰のために）

悩みを持つ市民及び担当者。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

総合相談事業（甲田）

7 平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

昭和 58

施　 策 推進体制の整備
6

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

 

専門機関に相談する件数は減少している。
相談者のニーズに応えるには専門的な知識や資格・技術が必
要。
相談内容に部落差別が起因している案件もあり、問題を整理し
て関係機関と連携して対処する。
人権相談員の活動を広げ効率を高める。
悩みを聞くだけでも不安を取り除く効果がある。

2,612

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

3,688一般財源等合計 2,4993,585 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

開設相談や訪宅相談を行い、悩みごとを聞きながら解決方法の助言や指導を行うことで早期解決を目指す。
各種研修会に参加し担当者の資質向上を目指す。

生活上の問題に悩みを持つ市民の来館相談、訪宅相談を行い解決方法の助言や悩みを取り除く。
相談しやすい館運営と職員・相談員の資質向上のため各種研修やケース会議を行う。
相談内容に応じて専門機関、関係機関と連携、協議を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,449 1,076

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 2,331

人件費

×

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

×

○

○

○

合計

―

○

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

1,254

1,086

1,239

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 広報紙
人権団体との連携
人権擁護委員による特設人権相談所の開設

×－

0.15

2,6123,688

65.00

16.00 指導員・相談員連絡会16.00

65.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

2,875,630

2,097.472,938.60

1,371.00

13.00

合計

人

指　標　名　等

2,499

必要人員

3,585

146.79%

－

21,818.65

一般相談件数
1,000.00

地域巡回相談件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 294,600

26.00

2,744,650

合計

22.00

24年度

26.00

567,285

－

1,000.00

有
効
性

×

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

100.00% －

11,330.77

16.00

計画値

－

人

千円

H26934.00

0.15

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

1,000.00 電話・訪問・来館相談件数。
生活、健康、教育、育児、職業、
経営、その他助言指導

年度

65.00

H26実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

定期的に対象地域の高齢者等を巡
回訪問する。
巡回訪問戸数13戸×２回＝２６
戸

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

○

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中村　慎吾

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

相談担当者の資質向上のための研修機会を継続して創出してきた。

解決できていない課題

年度

年度

H26

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

（相談件数―長期相談件数）/相
談総数

100.00

－

H26 年度－

75.00%

16.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

指導員・相談員連絡会
全隣協中国ブロック研修会
広島県隣保館連絡協議会研修会
人権啓発講座

目標値
（目標年度）

19,000.00

24.00

23年度 24年度

16.00

18.00

467,985

25,999.17

－

100.00 100.00

100.00 100.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値
相談員研修回数

対　前　年　比

回

－

16.00

計画値

実績値 －

－

456,000

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
相談対処率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値

軽微な相談もあるが一人の相談内容が多岐にわたっており解決できることと解決できないこともある。
相談者の悩みを聞いてあげるだけでも「気持ちが楽になった」と相談者は満足される。

－

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

241 甲田人権会館（総合相談事業（甲田））


